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令和７年度 ICT活用工事（土工）発注方式フロー図

「ICT活用工事」
建設生産プロセスの全ての段階においてICT施

工技術を全面的に活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

《①～⑤の全面活用を実施しない場合》※１
工事成績評定において減点の対象とするが、

受注者の責によらないものは減点しない。

直轄土木工事における｢土工（作業土工
（床掘）は除く）｣及び｢河川浚渫工｣

①～⑤の活用が全て困難な場合

【発注者指定型】
（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価しない ※2
（３）必要経費は当初設計で計上

従来施工

※1 施工現場の環境条件等により、ICT活用技術の活用が困難な場合は、受発注者協議により実施項目（①～⑤）の変更を行う。
※2 工事成績の加点評価廃止については、令和８年度以降に完了する工事から適用とする。

北海道開発局

原則実施



i-Constructionに関する工種拡大
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



ICT地盤改良工（軟弱地盤処理工（サンドコンパクションパイル工）の適用拡大
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



ICT活用工事 実施要領・積算要領の見直し①
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



ICT活用工事 実施要領・積算要領の見直し②（保守点検費用の廃止）
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



ICT活用工事 実施要領・積算要領の見直し②（保守点検費用の廃止）
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



ICT活用工事 実施要領・積算要領の見直し③（ICT舗装工（修繕工））
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



3次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）のスリム化
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



ICT活用工事 提出書類の簡素化①（精度確認試験結果報告書）
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



ICT活用工事 提出書類の簡素化①（出来形管理図表）
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



出来形管理の監督・検査要領の統合
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



デジタルデータを活用した監督・検査等の実施について（試行）
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



ARを活用した施工管理（天竜川上流河川事務所）
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



デジタルツインによる施工管理（出雲河川事務所）
北海道開発局

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



デジタルデータを活用した監督・検査等の事例
北海道開発局

（天竜川上流河川事務所・出雲河川事務所）

国土交通省HP 令和7年2月26日ＩＣＴ導入協議会（第20回）資料－3より https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html



３次元データの設計から施工段階で効率的な利用を目指し取組を実施した。令和５年度は、関係者と意
見交換を実施し、令和6年度に、3次元データの引渡条件を整理し3件の工事で試行した。

３次元土工データの設計から施工へ効率化な利用の取組

【令和７年度】受渡ルールを特記へ反映
○施工段階で修正が想定されない

→設計段階で詳細に作成
○施工段階で修正が想定される

→部分は簡便に作成
○設計段階、施工段階それぞれにおいて受発注者
以外にデータ作成者も参加した会議を実施

【令和６年度_工事で試行】
千歳川河川事務所：河道掘削外工事
小樽道路事務所 ：改良外一連工事
釧路道路事務所 ：改良工事

特記仕様書
イメージ

北海道開発局



ＩＣＴ・ＢＩＭ／ＣＩＭアドバイザー制度

■インフラ分野のDX・i-Constructionを推進する発注機関(国や地方公共
団体)・地元企業等が、自主的に技術習得や能力向上への取り組みが可能と
なるように、ＩＣＴ活用工事並びにＢＩＭ／ＣＩＭ活用を先進的に実施し
ている企業を「北海道開発局ICT・BIM/CIMアドバイザー」として登録し、発注
機関や地元企業等の求めに応じて必要な時に実践的なアドバイス等が受けら
れる体制を構築し、北海道における更なる建設生産性の向上を図る。

技術支援
※原則無償

技術相談
支援依頼

北海道開発局 ICT・BIM/CIMアドバイザー制度
ICT・BIM/CIMアドバイザーの公募

アドバイザーの登録、名簿公表

依頼者

ICT・BIM/CIMアドバイザー
の選定、支援依頼

※ICT・BIM/CIMアドバイザー名簿に
基づきアドバイザーを選定し依頼

ICT・BIM/CIMアドバイザー
《技術支援》

助言、技術的指導
各種研修、講習会等への協力

※支援活動終了時にその実績について
北海道開発局へ提出

技術支援に対する人件費は原則無償！
※旅費交通費や講習会等の実施に伴う機材等の経費については協議

北海道開発局



■ICT・BIM/CIMアドバイザー名簿一覧 ※R7.3.19現在
北海道開発局
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■ICT・BIM/CIMアドバイザー名簿一覧 ※R7.3.19現在
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ＩＣＴ技術を活用した建設現場の遠隔臨場や検査等

【令和２年３月】建設現場における遠隔臨場に関する試行要領（案）、同監督検査試行要領（案）
適用：「段階確認」「材料確認」「立会」を実施する場合
対象：受発注者で協議し実施できる工事
※取組はじめであったため、機器や通信環境の準備など体制が整った工事から実施。
またアンケートや事例集の作成を行い要領の充実を図った。

【令和４年４月】建設現場における遠隔臨場に関する実施要領（案）、同監督検査実施要領（案）
適用：「段階確認」「材料確認」「立会」を実施する場合
対象：原則すべての工事
※Ｒ２～３の試行結果を受け、有効であることが確認できたため「原則すべての工事を対象」とした。

【令和５年３月】遠隔臨場による工事検査に関する試行要領（案）、同監督検査試行要領（案）
適用：「技術検査」「工事検査」を実施する場合
対象：全ての工事検査
※現場条件のため、従来方法（対面書類検査、現場実地検査）により検査を実施する選択も可能

令和７年度は、遠隔臨場の好事例の横展開を図り、活用推進に努める。

北海道開発局

【令和６年３月】遠隔臨場による工事検査に関する実施要領（案）、同監督検査実施要領（案）
適用：「技術検査」「工事検査」を実施する場合
対象：全ての工事検査



令和７年度 インフラDX・i-Construction研修・講習会等開催予定一覧

■研 修
○インフラＤＸ・ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ研修は、全日程を参集によるＰＣを用いた３Ｄデータ処理実習やＩＣＴ測量機器操作

実習とし、地方公共団体への参加呼びかけを積極的に実施。
○職員のデジタルスキル向上のため、北海道大学のSIP第3期事業と連携し、デジタル技術基礎、AI活用等の研修を実施。

■講習会
○実技講習会について、ＩＣＴ活用工事(ＩＣＴ機器操作)を２回、さらにＩＣＴ活用工事の一連プロセスを取り入れたＩＣＴ活用工事(施

工管理)を２回開催することで、今までの講習会からステップアップし、講習会を充実。
■シンポジウム・セミナー
〇シンポジウムは、R6年度のi-Con奨励賞受賞企業より、工事事例等をコーディネーターとの対話形式で紹介いただく。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

発注者向け
(DX・i-Con)

北海道開発局
地方公共団体

参集で実施、研修日数は3日間
行い、地方公共団体に働きか
け、発注者の参加を図る

発注者向け
(デジタルスキル)

北海道開発局
北海道大学(SIP事業)と連携
オンデマンド・対面

先導事務所
会議

北海道開発局
地方公共団体
受注者

モデル事務所、先導事務所等の
先進的な取り組み等を紹介

BIM/CIM講習
北海道開発局
(Web)

職場や事業所等でも実施が可能
なWeb講習（オンデマンド型）

ICTデータ活用
講習会

制限なし
(Web)

職場や事業所等でも実施が可能
なWeb講習

ICT活用工事
（ICT機器操作）

受注者
(対面)

初級者に向けたICT機器の実機
取り扱い講習

ICT活用工事
(施工管理)

受注者
(対面)

MG/MC機械のデータ作成と実機
での実践講習

３Dデータ活用
受注者
(対面)

工事施工者及びコンサルを対象とし
たハンズオン講習
会場は道央・道南・道北・道東

シンポジウム
制限なし
(Web)

R7年度のi-Con奨励賞受賞企業
より工事の事例紹介など

セミナー
（事例紹介等）

制限なし
(Web)

　  
R6年度のDX大賞・i-Con奨励賞
受賞企業より事例工事紹介など

備考対象者
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

研修

講習会

シンポジ
ウム・セ
ミナー

Web講習 2回

インフラＤＸ・i-Construction研修

10/1５(水)～１０/１７(金)

道央

２回

道東

Web講習 2回

道南 道北

２回

ｲﾝﾌﾗDX・i-Conセミナー

（Web開催）

ｲﾝﾌﾗDX・i-Conシンポジウム

Web講習は期間中、任意のタイミングで受講が可能

北海道開発局



北海道におけるi-Constructionの取組
として、除雪現場の省力化に向けたプ
ラットフォーム【i-Snow】を発足、産学
官民が幅広く連携して取り組みを実施。

除雪機械の熟練オペレータの減少や異
常気象による冬期通行止めの発生に対応
し、作業装置操作の自動化や吹雪時の車
両運転支援による除雪現場の生産性・安
全性向上を目指している。

準天頂衛星「みちびき」
によるガイダンスシステム

＋
周辺探知技術

による安全対策等

• 車両運転
• 作業装置操作
• 自車位置の把握
• 安全確認（他車両、
前方障害物）

• 車両運転
• 作業装置操作
• 自車位置の把握
• 安全確認(他車両、
前方障害物)

２名乗車体制 １名乗車体制

▼省力化のイメージ
熟練オペレータによ
る作業装置操作等

＋
助手による
安全確認

▼i-Snowの活動概要

北海道特有の課題に対応した技術開発・活用促進

○除雪機械の省力化技術（ ）の実働配備拡大・自動操作対象機械拡大 計13台に！

令和７年度は、ロータリ除雪車及び除雪トラックの実働配備を１２台に拡大
▼実働配備の拡大

▼自動操作対象機械の拡大

ロータリ除雪車 除雪トラック

令和７年度は、小形除雪車（除雪装置自働制御付）を新たに１台を実働配備

ｼｭｰﾄｷｬｯﾌﾟ開閉

シュート起倒 シュート伸縮

シュート旋回

新規自動化機構

北海道開発局



●令和７年度は、試行工事を実施し、運用に向けて実現性の検証を行う。

○従来から発注されている堤防除草工事（２つの工事）において、

自動除草機械（２台協調運転）を用いて堤防除草を実施。

○施工時期は、通常の堤防除草工事と同様の６月～９月の期間に

実施。

○除草工事面積の約１０％の堤防法面で自動除草機械を使用。

令和７年度の取組

●試行工事の概要

●試行工事で確認する検証項目（案）

Ａ工事

トラク
ターモア

ハンド
ガイド

遠隔操
縦機械 肩掛け

自動機械
（２台協
調運転）

従
来

Ｒ
７
試
行

242ha

1７9ha

37ha 69ha

242ha 37ha

0ha

69ha

除草面積：５２７ha

179ha

試行時期：６月～７月

肩掛け
ハンド
ガイド

遠隔操
縦機械

トラク
ターモア

検証
項目
検証
項目

経済性経済性

安全性安全性品 質品 質

○試行工事では、大きく３項目の検証を行う。

〇経済性は、自動除草機械を使用した作業工程や施工性、経費などに

ついて従来工法と比較し、有効性を検証。

〇安全性は、試行工事で従来の除草機械と同様に安全に施工することが

できるか確認するとともに、安全管理マニュアル（案）の検証を行う。

〇品質は、刈高の従来工法との比較及び除草面積自動計測の検証を行う。

従来の除草面
積の約10%を

自動除草機械
で試行

項　目 概　要 R5 R6 R7 R8 R9

SMARTｰGrass
ICTを活用した堤防除
草の自動化

運用（対象地区の拡大）試行

現地実証試験

２台協調運転

（堤防）

現地実証試験

２台協調運転

（平坦地）

北海道開発局



令和７年度の取組

⚫２台協調運転プログラムの改良検討
・自動走行開始条件の検討（施工性）
→離れた位置からの自動スタート(イメージ図)

・測位方式の自動切替の検討（施工性）
→CLAS⇔RTKの自動切替

・接触自動停止技術の検討（安全対策）
→現状とスプリング方式の接触自動停止機能

・周辺探知機能の検討（安全対策）
→距離検出のイメージ

北海道開発局



AI/Eye River(アイ・リバー) 令和７年度の取組予定

現在、取り組みを進めている堤防天端亀裂検知等は、令和８年度の運用を目指し、令和７年度

は試行業務を実施および運用計画の策定を行う。

〔令和７年度の試行業務〕

〇堤防天端の変状検出 ⇒ 江別河川事務所管内２kmの堤防天端で試行

〇不法投棄物の検知 ⇒ 札幌河川事務所管内３箇所で試行

項　目 概　要 R4 R5 R6 R7 R8 R9

AI/Eye Rive
（河川巡視等に資
する取り組み）

映像をAIで解析する技術を活
用し、河川管理の高度化・効
率化 新たな取り組みの検討・試行

運用（対象箇所の拡大）試行AI技術の取組を試行・

検証・運用検討

AI技術の取組

を試行・検証

※２ 新たな取り組みのイメージ

○DXを活用した河道内樹木管理 など※１の検討を踏まえて推進項目を抽出

※１ ○河川管理業務を河川砂防技術基準（河川維持管理編）を基に構造化。

○構造化された河川管理業務に対して、現在活用されているデジタル技術、または、最新のデジタル技術等

を活用した際の効果について評価項目を検討した上で評価。

○項目毎に総合的に評価し、デジタル技術等の導入・非導入の方針を検討。

令和７年度から新たな取り組みの検討を進めるため、河川管理業務におけるインフラDX活用の

タスク整理※1及び推進項目の抽出※２を行う。

既往の取組について

新たな取組について

北海道開発局



ＡＩによる道路附属物点検の高度化（R7年度取組予定）

■ AIによる診断
腐食の「有無」を「損傷程度の評価（a,c,e）」へ発展
腐食以外への損傷（変形・欠損、ゆるみ・脱落など）へも拡張

■ドローンによる点検

カテゴリーⅠ
特定飛行に該当しない飛行。

航空法上の飛行許可・承認手続きは不要。

カテゴリーⅡ
特定飛行のうち、無人航空機の飛行経路下において立入管理措置を講じたうえで行う飛行。

（＝第三者の上空を飛行しない）

カテゴリーⅢ
特定飛行のうち、無人航空機の飛行経路下において立入管理措置を講じないで行う飛行。

（＝第三者の上空で特定飛行を行う）

レベル１ 目視内飛行＋操縦飛行

レベル２ 目視内飛行＋自動／自律飛行

レベル３ 目視外飛行＋無人地帯飛行（補助者無し）

レベル４
目視外飛行＋有人地帯飛行（補助者無し）

（第三者上空）

飛行カテゴリー概要飛行レベル概要

現状
レベル１、カテゴリーⅡ

(目視内操縦）、(立入管理措置あり)

最終的
レベル４、カテゴリーⅢ

(目視外第三者上空)、(立入管理措置なし)

検証
レベル２、カテゴリーⅡ

(目視内自動）、(立入管理措置あり)

自動撮影の検証を進めるとともに、法令手続きや技術の動向を注視

北海道開発局


